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■補助金の内容（一般型、低感染症リスク型）
・補助金の申請～補助金入金までの流れ
・本補助金の対象者と対象となる取組み
・補助額の上限と対象となる経費
・申請に必要な書類
・審査項目

■申請書の書き方とポイント（一般型の例で）

説明内容



・本セミナーのスライド資料
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〈一般型〉

・小規模事業者持続化補助金〈一般型〉 【公募要領】

・ 〃 〈一般型〉の様式記載例

・ 〃 〈一般型〉の賃金引上げに係る表明書（２種類）

〈低感染症リスク型ビジネス枠〉

・小規模事業者持続化補助金〈低感染症リスク型ビジネス枠〉 【公募要領】

・ 〃 〈低感染症リスク型ビジネス枠〉の様式記載例

※本セミナーでは、公募要領 第11版（2021年6月8日）で説明

※本セミナーでは、公募要領 第6版（2021年6月4日）で説明

本セミナーでの必要書類一覧
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本補助金の概要
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補助金申請~振込までの流れ

募集
締切

申請
受付

採択
発表

受付期間 審査期間

交付
申請

補助事業期間

応募

この期間内の
・発注
・納品
・支払
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実績
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補助金
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事業
完了
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交付額確定

補助金
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※「低感染症リスク型ビジネス枠」の場合、
遡及処置あり（ただし、申告必要）
（第2回）では、2021年1月8日以降

【低感染症】は、電子申請のみ
【一般型】は、電子申請、または、郵送

【低感染症】
第2回 2021/7/7 最長：2022/4/30大体、締切から

2,3か月後くらい
【一般型】
第6回 2021/10/1 最長：2022/7/31大体、締切から

2,3か月後くらい
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補助対象者①

公募要領の 「２. 補助対象者」 に掲げる要件をいずれも満たす
日本国内に所在する小規模事業者（個人、又は日本国内に本
店を有する法人）等であること

業種：営む事業の内容と実態で判断 常時使用する従業員の数
商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 ２０人以下
製造業その他 ２０人以下

小規模事業者の定義

「一般型」 公p28~32
「低感染」 公p4~５
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補助対象者② 従業員数の定義

以下の方は、「常時使用する従業員数」 に含めない。
(a). 会社役員（ただし、従業員との兼務役員は 「常時使用する従業員」に含む）
(b). 個人事業主本人、および、同居の親族従業員
(c).（申請時点で）育児休業中・介護休業中・傷病休業中または休職中の社員

＊法令や社内就業規則等に基づいて休業・休職措置が適用されている者
(d ). 以下の いずれかの条件に該当する 、パートタイム労働者 等
(d 1). 日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて雇用される者、または

季節的業務に４か月以内の期間を定めて雇用される者（ただし、所定の
期間を超えて引き続き雇用されている者は「常時使用する従業員」に含む）

(d 2). 所定労働時間が同一の事業所に雇用される 「通常の従業員」 の所定労
働時間に比べて短い者（4分の3以下）
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補助対象の取組み① 「一般型」 公p32~34

①地道な販路開拓等（生産性向上）の取組
＜取組事例イメージ＞
・新商品を陳列するための棚の購入
・新たな販促用チラシの作成、送付
・新たな販促用ＰＲ（マスコミ媒体での広告、ウェブサイトでの広告）
・新たな販促品の調達、配布
・ネット販売システムの構築
・国内外の展示会、見本市への出展、商談会への参加
・新商品の開発
・新商品の開発にあたって必要な図書の購入
・新たな販促用チラシのポスティング
・国内外での商品ＰＲイベントの実施
・ブランディングの専門家から新商品開発に向けた指導、助言
・新商品開発にともなう成分分析の依頼
・店舗改装（小売店の陳列レイアウト改良、飲食店の店舗改修を含む）
※「不動産の購入・取得」に該当するものは不可
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補助対象の取組み②
②業務効率化（生産性向上）の取組
※販路開拓とあわせて行う業務効率化（生産性向上）の取組を行う場合のみ

＜取組事例イメージ＞

【「サービス提供等プロセスの改善」の取組事例イメージ】
・業務改善の専門家からの指導、助言による長時間労働の削減
・従業員の作業導線の確保や整理スペースの導入のための店舗改装

【「ＩＴ利活用」の取組事例イメージ】
・新たに倉庫管理システムのソフトウェアを購入し、配送業務を効率化する
・新たに労務管理システムのソフトウェアを購入し、人事・給与管理業務を
効率化する
・新たにPOSレジソフトウェアを購入し、売上管理業務を効率化する
・新たに経理・会計ソフトウェアを購入し、決算業務を効率化する

「一般型」 公p32~34
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補助対象経費① 「一般型」 公p34~46

補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすもの
① 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費
② 交付決定日以降に発生し、対象期間中に支払が完了した経費
③ 証拠資料等によって、支払金額が確認できる経費

また、補助事業実施期間中に実際に使用し、補助事業計画に記載
した取組をしたという実績報告が必要。

さらに、補助対象経費の支払方法は、銀行振込が大原則。
旅費や現金決済のみの取引（代金引換限定のサービス等）を除き、１取引１０
万円超（税抜き）の支払は、現金支払いは認められない。自社振出・他社振出
にかかわらず、小切手・手形による支払いは不可。

中古品の購入については、50万円以下、かつ、２社以上からの相
見積が必須。※新品は100万円以上で、2社以上の相見積必要



補助対象経費②
対象経費項目 概要

①機械装置等費 事業の遂行に必要な機械装置等の購入に要する経費

②広報費 パンフレット・ポスター・チラシ等を作成するため、および広報媒体等を活用するために支払わ
れる経費

③展示会等出展費 新商品等を展示会等に出展または商談会に参加するために要する経費

④旅費 事業の遂行に必要な情報収集（単なる視察・セミナー研修等参加は除く）や各種査を
行うため、および販路開拓（展示会等の会場との往復を含む。） 等 のための旅費

⑤開発費 新商品の試作品や包装パッケージの試作開発にともなう原材料、設計、デザイン、製造、
改良、加工するために支払われる経費

⑥資料購入費 事業遂行に必要不可欠な図書等を購入するために支払われる経費

⑦雑役務費 事業遂行に必要な業務・事務を補助するために補助事業期間中に 臨時的に雇い入れた
者のアルバイト代、派遣労働者の派遣料、交通費として支払われる経費

⑧借料 事業遂行に直接必要な機器・設備等のリース料・レンタル料として支払われる経費

⑨専門家謝金 事業の遂行に必要な指導・助言を受けるために依頼した専門家等に謝礼として支払われ
る経費

⑩専門家旅費 事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費

⑪設備処分費
販路開拓の取組を行うための作業スペースを拡大する 等の 目的で、当該事業者自身が
所有する死蔵の設備機器等を廃棄・処分する、または借りていた設備機器等を返却する
際に修理・原状回復するのに必要な経費

⑫委託費
上記①~⑪に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委託
（委任）するために支払われる経費（市場調査等についてコンサルタント会社等を活用
する等、自ら実行することが困難な業務に限ります。）

⑬外注費
上記①~⑫に該当しない経費であって、 事業遂行に必要な業務の一部を第三者に外注
（請負）するために支払われる経費（ 店舗の改装等、 自ら実行することが困難な業務
に限ります。） 10

「一般型」 公p34~46
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補助対象経費③

補助対象となる経費は、次のⅠ~Ⅴの条件をすべて満たすもの
Ⅰ 補助対象経費の全額が対人接触機会の減少に資する取組であること
（経費⑫を除く）

Ⅱ 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費
Ⅲ 原則、交付決定日以降に発生し対象期間中に支払が完了した経費
Ⅳ 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費
Ⅴ 申請する補助対象経費については具体的かつ数量等が明確になっていること

補助対象となる経費は、次のⅠ~Ⅴの条件をすべて満たすもの

中古品の購入については、金額に関わらず、全て２社以上からの相
見積が必須

「低感染」 公p7~13



補助対象経費④
対象経費項目 概要

①機械装置等費 対人接触機会を減らすための機械装置の導入費用、移動販売車両の購入費用等の事
業の遂行に必要な機械装置等の購入に要する経費

②広報費 補助事業計画に基づく新たなビジネスやサービス、生産プロセスの導入等の取り組みを広報
するために要する経費

③展示会等出展費 新商品等をオンラインによる展示会等に出展または商談会に参加するために要する出展料

④開発費
感染拡大防止と事業継続を両立させるための新たなビジネスやサービス、生産プロセスの導
入等に関する新商品の試作品や包装パッケージの試作開発に伴う原材料、設計、デザイ
ン、製造、改良、加工するために 支払う 経費

⑤資料購入費 事業遂行に必要不可欠な図書等を購入するために支払われる経費

⑥雑役務費 事業遂行に必要な業務・事務を補助するために補助事業期間中に臨時的に雇い入れた
者のアルバイト代、派遣労働者の派遣料、交通費として支払われる経費

⑦借料 補助事業遂行に直接必要な機器・設備等のリース料（所有権移転を伴わないもの）・レ
ンタル料として支払う経費

⑧専門家謝金 事業の遂行に必要な指導・助言を受けるために依頼した専門家等に謝礼として支払われ
る経費

⑨設備処分費
新たなビジネスやサービス、生産プロセスの導入等を行うための作業スペースを拡大、改修
する等の目的で、当該事業者自身が所有する既存設備を解体・処分する、または借りて
いた設備機器等を返却する際に修理・原状回復するために支払う経費

⑩委託費 上記①~⑨に該当しない経費であって、補助事業遂行に必要な業務の一部を第三者に
委託（委任）するために支払う経費

⑪外注費 上記①~⑩に該当しない経費であって、補助事業遂行に必要な業務の一部を第三者に
外注（請負）するために支払われる経費

⑫感染防止対策費 申請者の業種・業態において該当する業種別ガイドラインに照らして実施する必要最小限
の新型コロナウイルス感染症感染防止対策を行うために支払う経費 12

「低感染」 公p7~13



申請必要書類➀
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「一般型」 公p65~71

対象 申請書類

全事業者
（単独申請の場合）

➀小規模事業者持続化補助金事業に係る申請書（様式１－１）※
②経営計画及び補助事業計画（様式2-１）
③代表者本人が自署した宣誓・同意書（様式3－１）
④支援機関確認書（様式４） ← 商工会議所・商工会が発行
⑤補助金交付申請書（様式５）
⑥電子媒体（CD-R・USBメモリ等）➀②③⑤を保存 ※

個人事業主

・税務署の収受日付印のある直近の確定申告書（第一表・ 第二表と併せて、
収支内訳書（１・２面））
または
・所得税青色申告決算書（１～４面）
または（決算期を一度も迎えていない場合）
・開業届（税務署受付印のあるもの）

法人 ・貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
・株主名簿

特定非営利活動法人

１．貸借対照表及び活動計算書 （直近１期分 ）
２．現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書（申請書の提出日

から３か月以内の日付のもの）
３．法人税確定申告書（表紙（収受日付印のある用紙）及び別表４（所

得の簡易計算））直近１期分）

※電子申請の場合、不要



申請必要書類②
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対象 申請書類

「賃上げ加点」

① 補助事業完了後の１年間において、給与支給総額を１年で１．
５％以上（又は３．０％以上）増加させる計画を有し、従業
員に表明していることが分かる書類。（参考様式1）

② 補助事業完了から１年後、事業場内最低賃金（事業場内で最
も低い賃金）を「地域別最低賃金＋３０円（又は＋６０
円）」以上の水準にする計画を有し、従業員に表明していること
が分かる書類。 （参考様式２）

「事業承継加点」
・事業承継診断票（様式６） ← 商工会議所・商工会が発行
・代表者の生年月日が確認できる公的書類の写し
・「後継者候補」の実在確認書類

「経営力向上計画加点」 ・「経営力向上計画」の認定書

過去３年間の全国版「小規模事
業者持続化補持続化補助金」の
公募で採択を受け、補助事業を
実施した事業者

・過去３年間に実施した全国向け持続化補助金の補助事業に係る
「（様式第８）補助事業実績報告書」の写し

「認定市区町村による特定創業
支援等事業の支援を受けた小規
模事業者」 として補助上限額の
引き上げを希望する事業者

・特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明書

「一般型」 公p65~71



申請必要書類③

対象 申請書類
＜法人設立日が2020年1月1日以
降である会社（企業組合・協業組合
を含む）、または税務署に提出する開
業届に記載されている開業が2020
年1月1日以降である個人事業主＞
として補助上限額の引き上げを希望す
る事業者

【会社（企業組合・協業組合を含む）の場合】
・現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書
（申請書の提出日から３か月以内の日付のもの）

【個人事業主の場合】
・開業届（税務署受付印のあるもの）

採択審査時に、新たな販路開拓等の
取り組みの一環として、新たに事務所
賃料が発生し、その経費の審査を希望
する事業者

・補助対象となる事務所賃料の「金額」と事務所の「床面積」
が確認できる書類の写し
・（補助対象とならない部分が総床面積に含まれている場
合）補助対象となる部分を説明した文書【任意書式、該当
する方のみ】

共同申請のうち、
代表事業者が一括して経費支出し、
補助金交付を受けようとする場合

・連携する全ての小規模事業者の連名で制定した共同実施
に関する規約

「一般型」 公p65~71

15



申請必要書類④
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「低感染」 公p14~16

対象 申請書類

全事業者
経営計画及び補助事業計画（様式１）
代表者本人が自署した宣誓・同意書（様式２－１）
【任意】 支援機関確認書 ← 商工会議所・商工会が発行

個人事業主
・税務署の収受日付印のある直近の確定申告書（第一表・ 第二表と併せて、
収支内訳書（１・２面））
または
・所得税青色申告決算書（１～４面）

法人 ・貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）

特定非営利活動法人

１．貸借対照表及び活動計算書 （直近１期分 ）
２．現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書

（申請書の提出日から３か月以内の日付のもの）
３．法人税確定申告書（表紙（収受日付 印 のある用紙）及び別表４

（所得の簡易計算））直近１期分）

「加点項目ア）緊急事態
措置による影響」

・代表者本人が自署した宣誓・同意書（緊急事態措置の発令による特別措
置の適用 事業者 ）（様式２－２）
・緊急事態措置の影響による事業収入の減少証明（様式３）

「加点項目ウ）賃上げ」

① 補助事業完了後の１年間において、給与支給総額を１年で１．５％以
上（又は３．０％以上）増加させる計画を有し、従業員に表明している
ことが分かる書類。（参考様式1）

② 補助事業完了から１年後、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃
金）を「地域別最低賃金＋３０円（又は＋６０円）」以上の水準にする
計画を有し、従業員に表明していることが分かる書類。 （参考様式２）



審査の観点➀ 「一般型」 公p54~56

① 必要な提出資料がすべて提出されていること
② 「2.補助対象者」 Ｐ28~32 ・ 「3.補助対象事業」 Ｐ32~35の要件に
合致すること

③ 補助事業を遂行するために必要な能力を有すること
④ 小規模事業者が主体的に活動し、その技術やノウハウ等を基にした取組で
あること

Ⅰ.基礎審査：下記全ての要件を満たさない場合は、失格

17



審査の観点② 「一般型」 公p54~56

①自社の経営状況分析の妥当性
◇自社の製品・サービスや自社の強みを適切に把握しているか。

②経営方針・目標と今後のプランの適切性
◇経営方針・目標と今後のプランは、自社の強みを踏まえているか。
◇経営方針・目標と今後のプランは、対象とする市場（商圏）の特性を踏まえているか。

③補助事業計画の有効性
◇具体的で、当該小規模事業者にとって実現可能性が高いものとなっているか。
◇地道な販路開拓を目指すものとして、補助事業計画は、経営計画の今後の方針・目標
を達成するために必要かつ有効なものか。

（共同申請の場合：補助事業計画が、全ての共同事業者における、それぞれの経営計
画の今後の方針・目標を達成するために必要か。）

◇小規模事業者ならではの創意工夫の特徴があるか。
◇ＩＴを有効に活用する取り組みが見られるか。

④積算の透明・適切性
◇事業費の計上・積算が正確・明確で、事業実施に必要なものとなっているか。

Ⅱ.加点審査

18



審査の観点③ 「一般型」 公p54~56

その他加点項目
(1)次の①～④いずれかの賃上げの計画を有し、従業員に表明している事業者
補助事業完了後の１年間において、
① 給与支給総額を１年で1.5％以上増加させる計画
（被用者保険の適用拡大の対象となる小規模事業者が制度改革に先立ち任意適用
を受けている場合は、１年で１％以上増加させる計画）

② 給与支給総額を１年で3.0％以上増加させる計画
（ 〃 、１年で２％以上増加させる計画）

補助事業完了から１年後、
③ 事業場内最低賃金を、地域別最低賃金＋３０円以上の水準にする計画
④ 〃 地域別最低賃金＋６０円以上の水準にする計画

(2) 代表者が満60歳以上の事業者であって、かつ、後継者候補が中心となって
補助事業を実施する事業者

(3) 基準日までに「経営力向上計画」の認定を受けている事業者
(4) 「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」に定める過疎地域に

所在し、地域経済の持続的発展につながる取り組みを行う
(5) 電子申請を行った事業者
※過去の補助事業（全国対象）の実施回数等に応じて段階的に減点調整。 19



審査の観点④ 「低感染」 公p17~19

ア）「２．補助対象者」の要件に合致すること
イ）必要な提出資料がすべて提出されていること
ウ）提出した内容に不備・記載漏れがないこと

➀要件審査：下記全ての要件を満たさない場合は、失格

20



審査の観点⑤ 「低感染」 公p17~19

ア）補助事業を遂行するために必要な能力を有すること
イ）小規模事業者が主体的に活動し、その技術やノウハウ等を基にした取組で
あること

ウ）新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える影響を乗り越えるため新たな
ビジネスやサービス・生産プロセス導入を行っている こと

エ）新型コロナウイルス感染症に対して 「新たなビジネスやサービス・生産プロセ
ス導入が対人接触機会の減少に資する取組」となっていること（※単純な事
業継続をするための販路開拓に関する取組は補助対象となりません）

オ）自社の経営状況に関する分析の妥当性、経営方針・目標と今後のプランの
適切性、補助事業計画の有効性、積算の適切性を有する事業計画になって
いること（積算について、数量が一式等で補助対象経費が明確でないもの
は評価ができません。採択、交付決定された補助金額について、実績報告時
に補助金の確定金額が交付決定金額を下回ることがあります）。

②書面審査

21



審査の観点⑥ 「低感染」 公p17~19

その他加点項目

ア）緊急事態措置による影響
緊急事態措置に伴う飲食店の休業・時短営業又は不要不急の外出・移動
の自粛により、特に大きな影響を受けたことから、その影響の原因となった緊
急事態措置が実施された月のうち、いずれかの月の月間事業収入が2019
年又は20202年の同月と比較して30％以上減少していること

イ）多店舗展開
複数の店舗・ 事業所を有しており、かつ、各店舗・事業所において、継続的
に事業（営業）を行っていること

ウ）賃上げ
「一般型」その他加点項目(1)同じ

22



＜申請書の書き方とポイント＞

「一般型の記載例（カフェ）」で説明

23

※枚数制限に注意



まずは、ストーリーを考える➀

24

➀現在の経営状況 ②目指したい経営状況ギャップ

③経営課題・問題

④課題の達成、問題の解決方法の一部
≒ 補助事業計画（1年以内に結果が出る取組）

まずは、下記➀②③④と考えて、明文化する。
次に、④③②➀と遡ってみて、筋が通っているか確認する。
※遡ることができない場合は、筋が通っていないので、再考する。

「売上◇◇万円、利益□□万円」
「こんな会社にしたい」

・サービスの内容
・売上、利益の状況

「売上□□万円、利益☆☆万円必要」
「○○ニーズに対応できていない」



まずは、ストーリーを考える②

25

『 現状は○○であるが、将来は△△にする。

現状は□□という課題（又は計画を進めるには□□と
いう問題）があるので、その課題を××という事業計画
を実現させることで解決する。』

だから、補助金で支援して欲しい。



審査をする方は、あなたを知らない

26

 申請内容の筋を通す。（筋が通ってないと、理解できない）

 審査項目に沿って、記載する。（書いていないと、分からない）

 長々と説明するよりは、箇条書きで分かりやすくする。

 言葉で説明が難しいなら、図や表、写真を入れる。

 売上、利益、市場規模、顧客数等は、数字で記載する。

 客観的データで、納得感をだす。



経営計画を書く➀ 企業概要

27

●設立年月

●企業理念

●業種、事業内容

●店舗（事務所）の場所・立
地条件や内・外観写真

●従業員数、従業員の部署
ごとの配置人数

●店舗の客席数

●主要顧客（取引先）

●主要商品・サービスの内
容・価格帯（写真も）

●商品・サービスを①売上
②利益の大きい順の表
（利益率も）

●実施したい補助事業に結
びつく自社の課題



経営計画を書く②
顧客ニーズと市場の動向

28

●顧客ニーズは、顧客の実際の生の声を記載する。過去のアンケート結果があれば、
それを記載する。ただし、補助事業に結びつくような内容を使用する。

●業界や市場規模と推移（売上や顧客数の増減傾向等）客観的なデータだけでなく、
将来の見通しも記載する。

●実施したい補助事業に結びつく顧客ターゲット、顧客ニーズ、市場。これらが結びつ
くと、申請内容の筋が通る。



経営計画を書く③
自社や自社の提供する商品・サービスの強み

29

● 自社の強み

（顧客が自社を利用する理由、人・モノ・金・情報・ノウハウなどの経営資源）

● 自社商品・サービスの強み

（商品・サービス目線で、競合他社ではなく、自社が選ばれている理由）

● 強みの客観的根拠として、顧客の実際の生の声（顧客の評判）、過去のアン
ケート結果、マスコミ等からの評価などがあれば、それを記載する。

● ここで挙げた自社の強み、自社商品・サービスの強みを生かすことが、補助事
業を実現するために有効であると申請内容の筋が通る。



経営計画を書く④
経営方針・目標と今後のプラン

30

●経営方針（定性的）

どういう付加価値を顧客へ
提供していくのか等今後、
会社をどうしていくのかを
記載

●経営目標（定量的）

●今後のプランの一つとして、
補助事業を頭出ししておく。

●今後のプランの取組み・及
び達成時期を記載する。

（補助事業計画と矛盾しな
いようにする）



補助事業計画を書く➀

31



補助事業計画を書く②

32

● 補助事業計画を達成するために、克服しなければならない課題（取組）とその内
容（どのような方法で）を具体的に記載する。

（できれば、ＩＴを有効活用し、効果性や実現性を高めたい：加点対象でもある）

● 経費明細に出てくる項目は、ここで記載しておく。ここに記載して、経費明細にな
い場合は、その理由も記載する。

● この補助事業計画の中で、自社ならではの創意工夫する点を記載する。

（少なくとも、自社の強みを活かした新たな取組みとして明記する）

● 補助事業で実施する課題（取組）は、誰が、いつ、いつまでにが分かるように、
下記のようにスケジュール表を作成する。

課題
（取組） 担当者

2020年 20201年
11月 12月 1月 2月 3月 4月

メニュー開発 ○○代表
ホームページ企画 ○○社員
ホームページ構築 外注先

・・・・



補助事業計画を書く③

33

なければ、空欄で良い。 ※本資料p8のような取組があれば記載



補助事業計画を書く④

34

● 経営に対する効果として、補助事業を実施することで、売上や利益がどれくらい
増加する見込みがあるかを記載する。

（目標で構わないが、審査員がその数字に納得できるような根拠をつける）

● 根拠として、取引・顧客数・認知度等の経営数値につながる間接的な項目がどう
変化する・変化させるのかを記載する。

● 上記、間接的な項目は、補助事業のどの項目、どのような理由（仮説）で影響さ
れるのかを記載する。

補助事業で、こういうことをする

取引・顧客数・認知度等がこう変わる

売上や利益がこのくらい増加する

● 地域社会へ良い影響があれば、それも明記する。

売上＝顧客数×客単価
利益＝売上－原価



経費明細表

35

「積算の透明・適切性」が求められる。
⇒事前に見積を入手し、詳細に記載！



資金調達方法

36

合計：423,272
一致



「低感染症リスク型」

37

１.自社の事業概要
※自社の概要や経営状況、課題、特徴、自らが製造・販売・提供してい
る商品・サービスの内容や市場動向等について記載。また、自社の経
営方針・目標等についても記載

２.新型コロナウイルス感染症の影響・既に取り組んでいる対策
※新型コロナウイルス感染症による自社の経営や事業環境への影響を記
載。また、現在取り組んでいる対策を記載。

１．補助事業名（30文字以内）
２．補助事業の内容
※感染拡大防止のための対人接触機会の減少に資する新たなビジネス
やサービス、生産プロセスの導入等の取組について、取組内容や実施
体制、スケジュールを具体的に記載

３. 補助事業の効果
※補助事業の実施により、自社の経営に与える効果について記載

＜経営計画＞

＜補助事業計画＞

一般型の
＜経営計画＞
と同じ

一般型の
＜補助事業計画＞
と同じ

・売上や利益等
への影響
・具体的な対策
（現状）



最後に、

38

一度完成させたら、第三者に見てもらうと良い。

どうしても、自分の経験等で補足して、良いように理
解してしまう。審査員は、第三者なので、あなたのよう
な当事者と同じように理解することは困難である。



ご清聴、ありがとうございました

〒604 – 8112
京都市中京区柳馬場通三条下る槌屋町93-1

六角アーバンリズ3F
TEL: 075 - 708 - 2739 FAX: 075 - 708 - 2749
URL: https://www.ktm-con.co.jp
E-Mail：t.maeda@ktm-con.co.jp

株式会社ＫＴＭコンサルティング

中小企業診断士 前田 剛

https://www.ktm-con.co.jp/
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